
平成２６年度上水道事業会計決算見込みの概要

平 成 ２ ７ 年 ８ 月 １ ０ 日

千 葉 県 水 道 局 管 理 部 財 務 課

電 話 ０ ４ ３ - ２ １ １ - ８ ５ ４ ７

県水道局では、安全で良質な水の安定供給を支えるための経営基盤

の強化に努めており、 平成２６年度決算の純利益は、約８３億円となり

ました。

施設の老朽化の進行に伴い、今後は更新投資が増加していくなど厳し

い経営環境となりますが、引き続き健全経営の確保に努めてまいります。

【給水収益・給水申込納付金が大幅な減】

収益の中心である給水収益（水道料金）は５９１億９千７百万円で、前年度と比べ

【純利益は前年度に比べ約７億５千万円の増加】

収益的収入は７４２億１千４百万円（前年度比４９億７百万円増）、収益的支出は

６５８億９千１百万円（前年度比４１億５千４百万円増）であり、その結果、純利益は

８３億２千３百万円（前年度比７億５千３百万円増）となりました。

この純利益については、収益として長期前受金戻入（※）を７２億３千６百万円計上

するなど、会計基準の改正による影響が反映されたものとなっています。

※「長期前受金戻入」とは、浄水場等の建設に当たって過去に交付された補助金等について、長期前受金と

して一旦負債に計上し、その中から、減価償却相当額を収益として計上したものである。

９億１千７百万円の減、給水申込納付金が、前年度の住宅等の消費税増税前の駆

け込み需要の反動により、前年度と比べ１０億４千６百万円の大幅な減少となりまし

た。

【企業債残高を縮減】

企業債残高については、新規発行の抑制等による縮減に努めているところですが、

平成２６年度末の残高は、前年度末と比べ８４億６千１百万円減少し、１，５６２億５千

３百万円となりました。
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１ 収益的収支（消費税抜き）

水道水をつくり供給するための、営業活動等に要した収入・支出の会計です。
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▲335

2,136

6111,666

増減　(A - B)

▲917

▲1,046

皆増

▲366

4,907

▲79

▲432

449

83

▲745

10

2,456

2,805

6,990

24,826

4,017

99

69,307

6,548

6,801

5,171

2,814

平成25年度(B)

60,114

5,300

－

3,893

3,682

2,235

2,277

平成26年度(A)

59,197

4,254

7,236

3,527

74,214

6,469

6,369

5,620

その他

計（ア）

受水費

減価償却費・資産減耗費

支払利息

その他

収
益
的
支
出

（
目
的
別

）

2,897

2,060

7,000

27,282

給水収益(水道料金)

給水申込納付金

人件費

委託料

修繕費

動力費

薬品費

長期前受金戻入

特別損失

区　　分

収
益
的
収
入

３百万円となりました。

611

4,154

753

1,666

61,737

7,570

2,277

65,891

その他

計（イ）

8,323

）

純利益(ア-イ)

収益的収支決算は、収入が７４２億１千４百万円で、前年度と比べ４９億７百万円増加しまし

た。

これは、給水収益が前年度より９億１千７百万円、給水申込納付金が１０億４千６百万円減少

したものの、会計基準の改正により長期前受金戻入として、７２億３千６百万円を計上したこと

等によります。

支出は６５８億９千１百万円で、前年度と比べ４１億５千４百万円増加しました。

これは、平成２５年度に放射性物質を含んだ汚泥の処理を行ったこと等により委託料の増加が

ありましたが、平成２６年度は通常の売却処理が可能になったこと等により４億３千２百万円の

減、粉末活性炭の購入単価の値下がり等により薬品費が７億４千５百万円の減、企業債残高の縮

減により支払利息が３億３千５百万円減少したものの、会計基準の改正によるみなし償却制度の

廃止等により減価償却費・資産減耗費が２４億５千６百万円の増、引当金の計上が義務付けられ

たこと等により特別損失が２１億３千６百万円の大幅な増加となりました。

この結果、収支差である純利益は８３億２千３百万円となり、この利益は企業債の元金償還に

充当するために全額を減債積立金に積み立てます。
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２　資本的収支（消費税込み）

水道施設の整備等に要した収入・支出の会計です。

(単位：百万円)
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３　企業債残高 　　　　　　　　 （単位：百万円）
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資本的収支決算は、収入が５４億３千２百万円で、前年度と比べ５７億２千３百万円減少しま

した。これは、平成２６年度に有価証券償還受入金の計上がなかったこと等によります。

支出は、３４８億３千４百万円で、前年度と比べ１１０億７千１百万円減少しました。これ

は、企業債償還金が平成２５年度と比べ、１２２億円減少したこと等によります。

なお、収入が支出に対し不足する額２９４億２百万円については、減債積立金及び損益勘定

留保資金等で補てんし、平成２６年度末の補てん後の資金残高は、３９０億４百万円となりま

す。

平成２６年度末の企業債残高は、１，５６２億５千３百万円であり、前年度と比べ、８４億

６千１百万円減少しました。
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４　貸借対照表
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  財政状態を明らかにするため、保有するすべての資産、負債、資本を総括的に表示したもので
す。
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負債の主な内容は、企業債、年賦未払金、引当金等の固定負債、１年以内の返済を要する企

５　業務状況
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868
1,038

201.43
181.85

875
196.80

868 7

業債、年賦未払金、建設工事の未払金等の流動負債及び繰延収益です。

なお、会計基準の改正により、企業債は資本である借入資本金から、繰延収益は資本剰余金

からそれぞれ負債に計上したものです。

資本の主な内容は、自己資本金と施設の整備のため受け入れた補助金等の剰余金です。

平成２６年度末現在の給水戸数は前年度末と比べ、１万８千戸、給水人口は１万５千人増加し

ました。

平成２６年度の有収水量は、前年度と比べ、３１５万７千㎥減少して２億９千８２７万４千㎥

でした。
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[参考]

給水原価の構成

減価償却費等

64.93円

(35.7%)

修繕費

17.73円

(9.7%)

支払利息

11.93円

(6.6%)

動力費

9.38円

(5.2%)

薬品費

6.67円

(3.7%)

その他

7.38円

(4.0%)

給水原価

181.85円

（消費税抜き）

給水原価とは、水道水１㎥をつくるために要した費用です。

平成２６年度の給水原価は、１８１．８５円となっています。

水道事業は、事業運営に係る経費のほとんどを水道料金で賄う独立採算制で行っています。

［給水原価の構成費用の内容］

受水費

22.68円

(12.5%)
委託料

20.62円

(11.3%)

人件費

20.53円

(11.3%)

( )内は、給水原価の構成比率

・ 減価償却費は、固定資産を耐用年数に応じて期間計算した費用です。

県水道局は保有する資産額が大きいため、費用に占める割合が比較的高くなってい

ます。なお、給水原価の算出については、長期前受金戻入見合いの減価償却費等を控除

しています。

・ 人件費は、組織のスリム化や民間的経営手法の導入などに努め、年々減少傾向にあ

ります。

・ 受水費は、用水供給事業体である北千葉広域水道企業団と君津広域水道企業団か

らの受水であり、受水量は、総給水量の約２５％となっています。

・ 委託料は、浄・給水場の運転管理や検針業務等の委託です。

・ 修繕費は、固定資産に係る維持管理費用です。

・ 支払利息は、企業債の利息で、企業債残高の減少により年々減少傾向にあります。

・ 薬品費は、浄・給水場の浄水薬品です。

・ 動力費は、浄・給水場の電力料金等です。・ 動力費は、浄・給水場の電力料金等です。
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